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株式会社ツーリズム・マーケティング研究所代表取締役社長　髙松　正人

地方自治体の総合的な
国際戦略について
～地方自治体の先例的な国際戦略に学ぶ～

　地方自治体の取り組む国際政策は、時代とともに変遷を続けている。また年々厳しさを増す財政状
況の中、地方自治体はグローバル化に対応すべく、従来の人的交流から、経済交流を中心とした地域
の国際戦略にシフトを図り始めている。既に一部の地方自治体では、国際戦略に向けた組織の改編や
組織横断的な国際戦略の策定に取り組んでいる。
　本特集では、現状を踏まえ、有識者、関係者の意見・提言を交えながら実際に行われている国際戦
略事例を紹介し、今後の地方自治体の国際戦略の動向を探っていく。

　我が国では、2007年を境に、人口減少社会へと
市場構造の大変化を来すようになった。その結果、
多種多様な機関で従来のフレームワークが崩れ始
めた。買い物客の減少から近隣のスーパーマーケ
ットが閉店し、買い物難民が生まれた。患者数の
減少から病院が維持できなくなり、医療難民が生
まれた。様々な地域で、地域活性化の取り組みが
活発に行われるようになったが、継続的に集客す
ることができているのは、限られた地域に過ぎな
い。
　産業界では、国内需要の減少という問題に加え
て、ICT（情報通信技術）の発展による産業界全
般にわたって進んだダウンサイジング（注１）の流
れは、とどまるところを知らない勢いである。総
合産業と呼ばれた自動車は、すでにグローバル市
場でトップの座を占めるに至ったが、将来的には、
必ずしも大きな広がりの期待できる産業であり続
ける保証はない。

中小企業の動向

　2008年のリーマンショック以降、我が国の中小
企業は景気低迷に苦しんだものの、2011年の２月
頃になると、業界によるばらつきはあったが、徐々
に受注が増加するところも見られた。しかし、
３.11の震災によって、再び未曾有の不景気に追
い込まれ、タイの洪水がそれに拍車をかけ、欧州
の通貨不安による円高など三重苦に陥ったと言え
よう。
　こうした国内市場の低迷を受け、これまで国際
化に消極的だった中小企業もその必要性を痛感
し、多様な取り組みが始まっている。2010年版中
小企業白書によれば、中小企業の国際化の主たる
取り組み内容として、国際化前段階の海外市場の
情報収集の重要性が際立っていることが示されて
いる。また、国際化に当たり支援を受ける機関と
して、政府系機関に加え、地方公共団体や商工会
議所による情報提供や展示会の利用が高いことが
分かる。つまり、地域における国際化の支援が求
められるようになってきているのである。

1 地方自治体の総合的な国際戦略
～地域の自立を促す戦略構築へ～

特 集

高崎経済大学経済学部教授　佐々木　茂
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グローバル競争の拡大

　我が国の企業で国際化といえば、大手企業の取
り組みとして扱われるのが一般的であったが、彼
らの現地化が進展するとともに、その取引先であ
るティア１やティア２（注２）の中堅もしくは先進
的な中小企業も海外進出を果たすようになった。
しかし、依然として、こうした波に乗ることがで
きない中小企業や農業関係や観光地、さらには、
教育、福祉・医療などの分野は、国内事業に注力
せざるを得ないところもある。
　したがって、自治体に求められる国際戦略の展
開としては、一つには、円高や大手企業の要請に
応じて海外進出したいが、リスク負担ができずノ
ウハウや人材の不足する中小企業をどのようにし
て支援するかという視点と、国内に外国人や外資
系企業をどのようにして呼び込むかという視点が
必要となる。また、現在の課題は、地域ごとに大
きく差が出てきている。そのため、国という単位
での政策展開に加えて、より地域の問題に即した
対応が求められるようになってきている。それは、
地域ブランドという視点からも、不可欠である。

地域ブランドは、次の５つに大別できる（青木幸
弘「地域ブランド確立の条件」2006.10.5新四国フ
ォーラム基調講演資料）。⑴農水産物のブランド
化、⑵加工特産品のブランド化、⑶観光地のブラ
ンド化、⑷商業集積のブランド化、⑸生活空間の
ブランド化である。この中で、⑴と⑵は、本来で
あれば、地域から送り出すブランドであるが、原
発の風評問題や取引相手国による輸入規制のた
め、輸出がストップしている地域もある。そのた
め、まずは、インバウンド観光によって、現地を
訪問してもらい、消費者自身に安心・安全を体験
してもらうことから始める必要があり、⑶から⑸
の取り組みを活発化させたい。

観光の取り組み方

　インバウンド観光の活性化によって、景気低迷
や人口減少社会への対応を推進したいところでは
あるが、観光も実際には、震災の影響をまともに
受けた分野の一つである。
　先日、SARS（注３）渦から見事に立ち直り、従
前にもまして観光客を増やすことに成功した香港
を訪問し、関係各機関にその経緯やその後の取り

図１　2010年版中小企業白書
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組みについてヒアリングする機会があった。香港
の取り組みにおいては、政府、企業、大学ならび
に医療機関、そして、市民による一体的な取り組
みが展開されていた。その動きは、８年を経た現
在でも、続けられている。その意味では、危機的
な事態に遭遇して、初動段階では、多少の混乱は
伴ったものの、その後、冷静な対処と総合的な取
り組みを持続させてきたのである。例えば、政府
系の観光機関であるHKTB（注４）による主要イン
バウンド地域の観光客の消費者行動分析、キャセ
イパシフィック航空が市民に呼びかけた「外国に
いる親戚や友人招待キャンペーン」といった企業
と市民のコラボレーション、EGL toursという日
本へのアウトバウンドを中心業務とするエージェ
ントによる渡航禁止期間中の香港人向けの香港内
の観光ツアーの催行で、香港市民の地域へのロイ
ヤルティを増進させた取り組みなど、多岐にわた
る運動が展開された。その結果、SARS発生前年
に1,500万人だったインバウンド客が発生年度に
100万人減少したが、現在では3,600万人という驚
異的な数字へと成長したのである。
　以上の取り組みからも分かるように、観光は裾
野の広い産業であり、企業のみならず、産学官民
が連携しなければ、インバウンドは達成できない。
　では、原発など災害以外の課題にはどのような
ものがあるだろうか。2011年版中小企業白書によ
れば、言葉の問題や目に見えないサービスの差を
伝えにくい、文化の違いなどが挙げられている。
これについて、2010年12月に台湾に日本式旅館を
進出させた石川県の『加賀屋』では、以下のような
取り組みによって、課題を克服しようとしている。
　徳光（2011.12.27に徳光重人副薫事長にヒアリ
ング）は、「柔道の教え方からヒントを得た」と
いう。すなわち、初段取得と同様に、所作のみを
真似させ、まず形から入り、心はその次に回すこ
とにした。日本から指導に来た中居頭にも、形以
外のことで、叱らないように依頼した。形がしっ
かりとできるようになると、先輩やお客様から褒
められるようになり、少しずつ日本が入っていっ
た。オープン１年で香港から13回も訪問され、同
じ中居さんを指名するお客様もいる。彼らによる
と、「加賀屋のサービスが素晴らしいことは和倉

に宿泊して知っていた。しかし、加賀屋のサービ
スを北京語で受けられ、よりその素晴らしさに接
することができて満足度が上がった」という。現
在までの宿泊客の出身地の割合は、台湾53％、日
本30%、香港・マカオ10％、中国本土２％、その
他５％で米人などである。

地域からの国際化

　地域が国際化することのメリットとして、地域
イノベーションがあげられる。例えば、歴史や文
化などの観光資源の乏しいニュージーランド

（NZ）では、海外との交流（Overseas Experience 
（OE））を通じて、豊かな観光立国を成し遂げた。
600万人と言われるNZ人の170万人ほどが海外在
住である。背景には、国を挙げてOEを奨励して
いるシステムがある。隣国豪州までジェット機で
３時間を要するほど他国と隔絶した地理的環境に
立地しているために、海外との良好な関係性の維
持がいかに国家の存亡につながるか想像できる。
このOEによって育まれた「優しさ」というホス
ピタリティからは、学ぶべき点が多々ある。近年
のNZの食のメニューの豊富さと、ラムやビーフ
や魚介類を使った料理の質の高さである。これは、
OEによって世界を知り、本物に触れ、相手をよ
く学んでいる証左であり、そうした気配りが、味
付けのみならず、宿泊施設（Ｂ&BやFarm stay
でも三つ星ホテルでも）やレストラン、観光施設
でも、外国人に対する思いやりのあるサービスと
なり、リピーターの増進につながっているのであ
る（拙稿「体験型ツーリズムを活用した地域マー
ケティング戦略」ツーリズム学会誌、10号、
2010）。

日勝生加賀屋のエントランスでお客様の荷物を運び入れる仲居さ
んたち（現地人スタッフ）
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地域社会にクラスターを創出する

　クラスターとは産業集積のことで、マイケル
E.ポーターは、特定分野における関連企業、専門
サプライヤー、サービス業、関連業界に属する企
業、関連機関（大学や業界団体）が、地理的に集
中し、競争と同時に協力している状態と定義して
いる（競争戦略論１、1998）。
　M.E.ポーターとマークR.クラマーによれば、ク
ラスターの中で自己完結できる企業は存在しな
い。企業の成功は、支援企業やインフラに左右さ
れる。すなわち、企業間の関係性（特定分野の企
業の集積やサプライ・チェーン（注５）の利用のし
やすさ）や地域内での協力関係（企業間関係や関
係機関や自治体と）があってはじめて、共通の価
値を共有できる（「共通価値の戦略」DHB, 2011, 
June）。
　ポーターらによる共通価値の創造を自治体の国
際戦略に展開して考えるならば、以下の図のよう
になる。円が重なり合う部分が大きくなればなる
ほど、顧客にとっての価値創造による満足度が向
上し、企業はそれによって利益を獲得し続け、
going concern（注６）を達成し、非営利の自治体や
NPOも便益を向上させることが可能となり、社
会的な充足が図られる。さらに、国際的な関係性
構築を推進することで、地域には異空間の人たち
との実質的な交流が促進され、地域イノベーショ
ンを創発する源泉となるものと期待される。

　群馬県は、観光後発県ではあるが、上記の問題
意識を踏まえて、観光インバウンド誘客と農畜産
物の国際市場への展開と企業の販路の国際化支援
を目指して、既往の海外ネットワークや国内機関
のみならず、県内在住の外国人と留学生や卒業し
て母国にＵターンした人たちとも連携して、群馬
県の国際化に取り組み始めている。現役の留学生
の地元企業へのインターンシップの促進や観光ガ
イドの要請あるいは、アジア圏を中心に、海外事
務所の設置や既往の機関との人材交流など取り組
むべき課題は多々あるが、今まさに、積極的な自
治体の国際戦略への取り組みを加速させる時であ
る。

（注１）ダウンサイジング（downsizing）とは、同じ機能を
遂行する装置などの大きさがだんだんと縮小化されてい
き、作業に要する人員も削減されていく状態。1980年代
に開発されたワードプロセッサーは、大型のデスク並の
サイズから数年後にはノート型へとダウンサイジングが
進み、やがてパソコンのソフトになってしまい、ハード
すら消えていった。

（注２）ティア（tier）とは、階層を意味する用語で、自動
車産業において自動車メーカーの１次下請けのティア１、
ティア１の下請けのティア２といった産業構造。

（注３）SARSとは、Severe Acute Respiratory Syndromeの
略で、重病急性呼吸器症候群と呼ばれる。2002年11月中
国広東省で最初の症例が起きた。インフルエンザのよう
な症状が出る。

（注４）Hong Kong Tourism Boardの略で、香港政府観光局
という政府系の観光促進機関。

（注５）サプライ・チェーン（supply chain）とは、原材料
から完成品までの製造とその流通。

（注６）going concernとは、企業や組織体の経営の継続の
ことで、適正な利益の創出によって、雇用を持続させ、
社会と関わり続けること。

図２　共通価値の創造を自治体の国際戦略に展開した概念図
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2 地方自治体・国際戦略の時代
㈶自治体国際化協会交流支援部部長　角田　秀夫

はじめに

　近年、都道府県や政令市において、国際的業務
を行う部署の再編を行ったり、国際戦略を策定し
たりするところが、目立つようになってきた。こ
うした動きがなぜ起こってきたのか歴史的経緯を
振り返りながら、その背景と最近の動きについて
紹介したい。

自治体の国際的な業務の変遷

　自治体の国際的な業務については、これまで各
種の段階を経て発展してきている。まず戦後初期
の段階においては、国際的な業務は、姉妹都市交
流などの一部の業務を除いては地方自治体の業務
として認識されていなかった。
　1980年代には、「地域の国際化」が注目され、
地域の国際化を推進する主体として地方自治体が
認識されるようになってきた。各都道府県におい
ても、いわゆる「国際課」が設置され、国際交流
を中心とする業務を担うようになってきた。1989
年には、自治省（現総務省）が「地域国際交流推
進大綱策定の指針」を明らかにし、各都道府県に
おいても、国際交流を推進するための方針が策定
されるようになった。
　1990年代に入ると国際協力の主体としても地方
自治体が期待されるようになり、1995年に自治省
が「自治体国際協力推進大綱の策定に関する指針」
を発出し、「国際交流から国際協力へ」とのスロ
ーガンのもと地方自治体の国際協力実施を促し
た。
　また、同じく1990年代に日本に在住する外国人
が増加し、地方自治体が、在住外国人対策の実施
主体として、多文化共生の施策を展開していくこ
とが求められ、在住外国人が集住する地域では
様々な施策が展開されていた。2006年には、総務
省が「地域における多文化共生推進プラン」の提

唱を行い、多文化共生を推進していくことが全国
的な自治体の課題としてとらえられるようになっ
てきた。
　こうした動きの中で「国際交流」、「国際協力」、

「多文化共生施策の推進」は、いわゆる「国際課」
だけで担うことができなくなってきていた。「国
際協力」であれば、協力すべき分野（例えば、水
道、ゴミ処理、農業など）の専門家の力を借りな
ければできない。「多文化共生」も在住外国人を
災害弱者にしないためには、防災担当部局の協力
を得なければなせないし、在住外国人に対する生
活情報を提供しようとすれば、市民部局をはじめ
あらゆる部局の協力が必要になってくる。従って
大綱などの計画をもって国際的な業務を行ってい
くことが求められたのである。

様々な業務が国際関係をもつように

　一方、最近の状況は、「国際化」のための施策に、
多くの部署に連携を求めるというところから、さ
らに進んで、地方自治体の様々な業務が国際的な
関係を考え、海外展開を実施しなくてはならなく
なっているといえる。いくつか例を挙げよう。
①  観光振興
　観光産業は、これまで、人口増加と余暇や所得
の増大に伴い国内の観光客数が増加してきたこと
によって発展してきた。しかしながら、余暇の過
ごし方の多様化や経済の低迷、今後の人口減少社
会を迎えての国内マーケットの縮小を考えると、
成長するアジアをはじめとする海外からの観光客
誘致を考えていかなければ、将来を見通すことが
できない状況に陥っている。
② 中小企業振興
　中小企業は、国内マーケットの拡大や海外に販
路を求めた大企業の工場との取引により発展をし
てきた。地方自治体はこうした拡大局面において
制度融資等によりその振興を図ってきた。しかし
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ながら経済の低迷が続き、大企業が生産拠点を海
外へ移してしまうと、中小企業も販売先を海外に求
めないとその企業の存続自体が危うくなってきて
おり、中小企業の振興を行う地方自治体にとっても
海外との取引の支援が重要なものとなってきた。
③ 　農業振興
　農業の振興については、閉ざされた国内市場の
中で生産性を上げていくこと、それにより、他の産
業に負けない所得を実現していくことがその目標
であった。しかしながら、ウルグアイラウンド（注）

以来の自由化の流れの中で産業として成り立たせ
ていくためには、他の国の産品に太刀打ちできる
品目の選択と消費者に高価格でも選択される付加
価値化が求められるようになってきた。また逆に
高品質の日本の食品は、所得の向上した国・地域
において、十分輸出産品となり得ることが明らか
になってきた。
　このように地方自治体の仕事の分野において、
従来国際的な業務とは関係がないと考えられてい
た分野においても国際的な展開を考えていかなけ
ればならなくなり、実際に海外からの観光客誘致
を行ったり、中小企業の海外進出の手助けをした
り、農産物や食品の海外への売り込みを行うなど
様々な部署にとって国際的な業務が欠かせないも
のになってきたのである。

国際戦略策定の背景

　地方自治体の各部署が、海外市場への展開を手
がけるようになってきたが、こうした海外展開を
自治体全体として戦略的に構築していこうという
自治体が目立つようになってきた。その要因は次
のようなところにあると考えられる。
①　アジアの成長エネルギーを地域活性化に生かす
　国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、
将来的には日本の総人口が2060年にはおよそ
8,674万人になることが見込まれている。経済も
低迷を続け、人口減少社会に突入することが確実
になってきている中で、地域の活力を維持するた
めには、アジアの成長を取り込んでいくことが必
要となってきている。このため、国際業務をいか
に戦略的に進めていくかが、地域の生き残りをか
けた重要な要素になってきている。

② 　海外事業の縦割りの打破
　様々な分野で海外関係の事業が行われるように
なってきたが、それぞれがバラバラに事業を行っ
たのでは効果が薄いし、無駄が多いことが明らか
になってきた。例えば食品の輸出ひとつをとって
も、農産品は農林部局、通常の食品は中小企業振
興の商工部局というように別々の部署で所管して
いる場合もある。また、地域の名産をピーアール
することによって、観光客誘致につなげようとし
ても観光部局は別の部署というように縦割りの弊
害が明らかになってきた。
　このような縦割りの弊害を打破したり、総合的
な海外での活動を構築するために、組織改編を行
ったり、統括する部署を設ける、計画を策定する
などの「海外戦略」を構築する必要がでてきた。
③　地域ブランドの確立
　地方自治体が海外で事業を展開しようとする
と、その地域名がまったく知られていないことに
気がついてきた。日本ではよく知られている都道
府県名でも海外ではほとんど認識されていない。
観光客誘致もまずどこにあるのかを説明しなけれ
ばならないし、物産の販売でも、日本でよく知ら
れている名産品も全く知られていないので、日本
と同じ売り方をしても全く売れない。
　こうしたことから、地域の知名度の向上、地域
ブランド確立、あるいはシティセールスといった
取組がまず必要であることが認識されるようにな
ってきた。こうした取組は、自治体の旧来の部署
では担当する組織がないことから、こうした取組
も戦略的に行っていこうとする自治体が現れるよ
うになってきた。

国際交流
国際化

国際協力 多文化共
生 海外での経

済関連事業

１９８０年

１９９０年

２０００年

２０１０年
国際戦略
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各自治体の動向

　海外戦略の動きについて、各自治体の最近の動
きを見ていきたい。秋田県、佐賀県、長崎県の取
組については、この特集にご寄稿いただいている
ので、そのほかの団体の動きについて紹介したい。
なお、今回紹介するのは各都道府県や政令市の国
際戦略に取り組む動きの一部であり、ほかにもす
ばらしい国際戦略を展開している自治体があるこ
とを申し添えておく。
①　北九州市
　北九州市は、かねてより、環境をテーマにアジ
アとの連携を、国際交流、国際協力などの分野で
戦略的に進め、最終的には地域企業の国際展開に
もつながるような施策を一環的に進めてきたとこ
ろである。国際政策推進のための「北九州市国際
政策推進大綱」を1991年以来５年ごとに策定して
きたが、2011年７月に第５次となる「北九州市国
際政策推進大綱」を策定した。これは2008年12月
に策定した「世界の環境首都」と「アジアの技術
首都」の２つの構築を目指すこととした基本構想・
基本計画の部門別計画として位置づけられるもの
である。この大綱においては「アジアの成長ダイ
ナミズムを取り込んだ地域振興の推進」を目標に
掲げ、地域企業の海外ビジネス展開、海外観光客・
海外企業の誘致などによるアジア市場を取り込ん
だ地域経済の活性化、国際協力による市の認知度
やイメージアップ、技術移転の仕組み作り、アジ
アにおける多文化共生推進都市を目指したまちづ
くりを推進することとした。また、推進体制とし
ては、関係各課をメンバーとした国際戦略会議を
設け、「経済産業振興グループ」、「国際協力グル
ープ」「多文化共生グループ」により施策を推進
していくこととした。
②　宮城県
　宮城県では、2006年に海外との交流の活発化に
よる経済の活性化と県政の発展を目的として2007
年から2009年を計画期間とする「みやぎ国際戦略
プラン」を策定していたが、これを2010年３月に
２期として後継の計画を策定した。基本理念に「国
際ブランドMIYAGIの確立」を掲げ、「経済のグ
ローバル化推進」と「宮城の国際知名度向上」を

基本方針として施策展開を行うこととした。
　具体的施策として、県内企業の海外販路開拓・
拡大事業、外資系企業の進出活動促進事業、国際
協力活動の推進事業、多文化共生社会形成の推進、
観光振興を含めた海外との交流基盤強化など幅広
い取組を盛り込んだ。
　宮城県の国際戦略の特徴としては、施策展開の
基本的考え方にこれまでの交流をベースに経済交
流を基軸にしていくということが示されているこ
とであり、これまで交流してきた地域とも経済的
関係を強める取組を行っているところである。
③　大分県
　大分県では、県の海外事業を体系的かつ有機的
なものとして構築するための方針として「大分県
海外戦略」を2011年５月に策定した。この計画で
は、戦略１としてアジアの活力を取り込む、戦略
２としてアジアの人材を取り込むことを掲げ、重
点国・地域として、中国、台湾、韓国、タイ、ベ
トナムなどを具体的に掲げて重点対策に取り組む
こととしたところである。
　また、推進体制としては、庁内に海外戦略対策
本部を設置し、全庁を挙げて体系的かつ有機的に
柔軟性をもって戦略を推進することとしている。
また、施策の実践には、先駆的な企業経営者やジ
ェトロ、大学等の学識経験者を海外戦略アドバイ
ザーとして助言提案を受けることとした。
④　長野県
　長野県では、2011年度に「国際戦略策定委員会
プロジェクトチーム」を設置し、国際戦略の策定
を行うこととした。このプロジェクトチームでは、
県の企画部、商工労働部、観光部、農政部、林務
部、東京事務所などの関係部署や長野県中小企業
振興センター、信州・長野県観光協会、長野県農
産物輸出協議会などの関係団体が参画し議論が行
われ、2011年６月に震災等のによる状況変化に対
応するための「中間とりまとめ」を行った。この
中では、海外展開の必要性と海外展開に向けた課
題が整理され、震災後の海外販路・観光客誘客の
マイナスの最小化を行う「震災対応」、震災前の
レベルへの復帰を目指す「短期対応」、更なる展
開と新たな関係性の構築を目指す「中長期的対応」
の３つのフェーズに分けて実施すべき海外戦略を
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まとめている。
　長野県の海外戦略はこれまでの国際化のための
施策とは別に新たに推進体制の確立を含めた戦略
を策定しようとするものであり、今後さらに本格
的に国際戦略の策定が進められることとなってい
る。

組織の見直し

　上記は、計画としての「国際戦略」の取組であ
るが、組織の面でも実際に海外での取組を行う部
署を統合することにより戦略的な取組を実施して
いこうという動きも最近目立ってきている。
　都道府県・政令市のいわゆる「国際課」がどの
部局に所属するかを見てみると、一般的には、企
画部門や生活部門に所属している場合が多いが、
最近では、産業観光部門に所属させるところも増
えている。いわゆる「国際課」が所属する「部」
又は「局」が産業観光部門である団体が、2006年
には13団体であったのが、2011年には23団体に増
加している。また、名称も、徳島県が「商工労働
部観光国際総局国際戦略課」、福井県が「観光営
業部国際・マーケット戦略課」とするなど、名称
に戦略や政策をつけるところも目立ってきてい
る。
　また、アジア圏を中心に事務所や駐在員などの
海外拠点を新たに設置する地方自治体も増えてき
ている。アジアには、自治体の海外拠点は、独自
事務所、機関等派遣及び業務委託を含めて52団体
104拠点（2011年８月現在）が設置されており、
さらに拠点設置を準備検討する団体があり増加し
ていくことが考えられる。

自治体の国際戦略とクレアの役割

　クレアも近年、自治体の海外戦略の支援ができ
るよう経済分野の事業の拡大や海外事務所の機能
強化を図るなどの取組を進めている。また、経済
分野における海外展開において現地の生きた情報
や他の自治体の取組などの情報は大変有用であ
り、そうした情報の発信機能を強化しているとこ
ろである。
　また、これまでの自治体職員にとって海外での
事業展開は決して得意な分野ではない。そういう
意味で各自治体の海外戦略においても人材育成が
重要な要素になってきている。自治体の海外戦略
を進めている部署で多くのクレア経験者が活躍し
ており、人材育成の面でもクレアは大いに役立て
ると思う。
　さらに、海外事務所を設置する自治体が増えて
いるといっても、あらゆる地域や分野をカバーで
きるものでもない。そのときにこれまでも海外地
方政府を中心に強い関係を築き上げてきたクレア
の海外事務所が自治体の共同事務所として果たす
役割は大きなものがある。
　是非、自治体の海外戦略にクレアの施策及び海
外事務所を活用していただきたい。

本稿関係ウェブサイトアドレス
北九州市国際政策推進大綱
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/soumu/01800015.html
みやぎ国際戦略プラン
http://www.pref.miyagi.jp/kokusai/plan/index.htm
大分県海外戦略
http://www.pref.oita.jp/soshiki/10140/senryaku.html
自治体の海外拠点
http://www.clair.or.jp/ｊ/houdou/index.htm

（注）1986年に交渉が開始され、1994年に合意された、「貿
易上の障壁をなくし、貿易の自由化や多角的貿易を促進
するために行われた通商交渉」。その中で農産物の自由化
について交渉が行われ、例外なき関税化が合意された。
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3 あきた国際化戦略について
秋田県企画振興部学術国際局国際課

計画策定の趣旨

　本計画は、グローバル化の進展、中国やロシア
など対岸諸国の急速な経済成長など、秋田県の国
際化を取り巻く環境が大きく変化している状況を
踏まえ、草の根レベルの交流から経済交流の促進
まで、広範囲にわたる本県の国際化施策を強化し、
総合的に推進することを目的とし、新たな国際化
政策推進の基本方針として策定したものである。
また、県の総合計画である「ふるさと秋田元気創
造プラン」〔計画期間：2010年（平成22年）度～
2013年（平成25年）度〕を国際化という観点から
補完する計画である。
　計画期間は2011年（平成23年）度～2013年（平
成25年）度の３か年である。

計画策定の背景

　計画を策定するうえで、本県が国際化を進める
意義を次のように考えた。

１　2008年（平成20年）度に発生した米国の金融
問題に起因する世界的な規模での経済危機に見
られるように、世界のグローバル化は進展して
いる。情報はもとより、人もモノも国境を越え
て自由に行き来する状況が現実となりつつある
中で、県民や地域、企業等がそういった状況に
対応できるようにしていく必要があること。

２　２つ目として、本県の経済、地域の元気を創
出する手段として、他国との交流が大きな力を
発揮するものであること。

　県内の現状をみると、外国人との間に「心の垣
根」を感じる県民の存在はまだまだ多く、在住外
国人の相談体制など外国人を県内に迎え入れる基
盤が十分ではない、海外の商慣習や外国語での交
渉など貿易振興のバックアップ体制が不十分な
ど、多くの課題が存在している。

　一方で、本県には、グローバル化が進むことで
その魅力が再確認されるであろう、豊かな自然や
多くの祭り、伝統芸能など多様な文化があり、振
興著しいロシア、中国側を向いた日本海沿岸地域
にあるという地理的特性、中国、韓国、ロシア等
の諸地域と積み重ねてきた交流の実績がある。
　こういった、現状の課題や本県の特長を踏まえ、
次のような国際化推進施策に取り組む必要がある
と考えた。
⑴　県民の国際理解と県民、地域、民間団体等に

よる国際交流の推進
⑵　外国人が訪れやすい住みやすい街づくり
⑶　県内企業等が東アジアをはじめとする世界で

商取引できる基盤づくり
⑷　国際社会で活躍できる、地域の国際化を担え

る人材育成
　この４つの観点から基本目標や戦略を構成して
いる。

計画の主な内容

　本計画は、３つの基本目標に基づき４つの戦略
（政策）を展開することとしている。
　基本目標の１つ目は、「県民の国際理解を促進
することで、多文化共生のまちづくりを推進す
る。」であり、県民の国際理解を深め、意識を少
し変えていくとともに、外国人が県内で日本人と
同じように生活できる環境づくりに努めていこう
というものである。
　基本目標の２つ目は、「東アジア交流新時代を
見据え、各分野にわたる特色ある交流を進める。」
であり、世界経済を牽引する状況にある東アジア
にターゲットを絞り、重点的に交流していこうと
いうものである。
　基本目標の３つ目は、「ワールドワイドに展開
するグローバルビジネスの拡大により地域の活性
化を図る。」であり、国内市場が収縮しつつある
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現状を踏まえ、県内企業が国内だけではなく、海
外市場に進出できる環境を整備していこうという
ものである。
　この３つの基本目標に対応する形で戦略は構成
されているが、国際化を推進するための人材育成
や機関の充実など基盤整備にかかる戦略を設けて
いるので戦略は４つとなっている。
　以下戦略とその主な取組について紹介する。
戦略１「国際理解の推進と多文化共生社会の構築」
　この戦略では、県民が海外の文化に触れる機会
を増やすこと、外国人の相談機能を充実させるこ
と、外国人の視点を地域の活性化に生かすことを
ポイントとし、次のような取組をすることとして
いる。
・国際理解講座や国際フェアなどの開催充実
・外国人相談センターの開設
・在住外国人の地域活動への参加促進
　例えば、外国人相談機能はこれまでも国際交流
協会や各地域の日本語教室を中心に実施してきた
ところではあるが、外国人相談センターを立ち上
げることで、個別に実施してきた相談業務をネッ

トワーク化し、県全体の相談体制を構築すること
で、充実・強化する狙いがある。
　外国人が安心して暮らせる地域づくりは、ひい
ては日本人も安心して暮らせる社会を形成するこ
とになり、外国人相談センターの存在は、多文化
共生社会に向けての重要なファクターである。

戦略２「重点地域をターゲットにした多様な国際
交流の推進」
　この戦略では、これまでの海外諸地域との交流

あきた国際化戦略の構成

あきた国際フェスティバルでの海外文化の紹介
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を単なる友好交流から、本県の特長を生かし、よ
り双方にメリットのある交流へと変化させてい
く、人的なネットワークを構築していくという視
点で取組を構成している。この戦略の主な取組は
下記のとおりである。
・中国、ロシア等をターゲットにした国際交流の推進
・環境、医療など本県の強みを生かした交流の推進
・環境、医療、農業など本県が得意とする分野の

専門家等による国際協力の実施
・本県への来訪経験のある外国人等によるネット

ワークの構築
　中国、ロシアの沿岸地域を中心に、経済交流を
中心としながらも、学術、文化、青少年等の様々
な分野で重層的に交流を進めていく。本県の地理
的特性や技術的な強みを生かすという点がポイン
トである。

戦略３「グローバルビジネスの展開による経済の
活性化」
　この戦略では、貿易振興のためのバックアップ
体制やハード基盤の整備、海外からの観光誘客の
ための環境整備を実施することとしている。主な
取組は下記のとおりである。
・海外主要都市への専門コーディネーター等の配置
・東アジア地域からの観光誘客促進
・シーアンドレール構想に向けた取組の促進
　これまでの海外からの観光誘客というと、英語
での情報発信など、どうしても欧米系を意識した
ものとなりがちであったが、現実には、韓国、台
湾といった地域が主流であり、今後は中国が大き
な市場となると思われる。はっきりと東アジア中

心と取組の方向性を定めた点が特徴である。
　シーアンドレール構想は、秋田港からロシアの
ウラジオストクまでの定期航路を開設し、シベリ
ア鉄道を利用しヨーロッパまでの物流基盤を整備
しようというものであり、貿易振興のための重要
施策の一つである。
戦略４「国際交流を支える基盤整備」
　この戦略では、人材育成や国際交流、研究・調
査等の拠点機能を整備に取り組むこととしてい
る。
　人材育成という点での秋田県の特長として、小
中学生の高い学力、国際教養大学という「国際」
を冠した大学の存在があげられる。こういった特
長を生かして、人材育成や拠点機能の充実を図る
ことがこの政策の狙いである。
・小・中・高校生対象の国際化事業の実施
・秋田県国際交流協会の運営体制の充実・強化
・東アジア調査研究センターの整備
　このうち、東アジア調査研究センターは、国際
教養大学内に設置するもので、東アジア地域の情
勢分析やビジネス関連法務等の研究拠点と位置づ
けている。
　基盤整備は、計画全体を支えるものであり、特
に人材育成は単に本県の国際化を推進するだけで
はなく、広く日本や世界に貢献していくことにも
つながる。秋田県が、グローバル社会において通
用する優秀な人材を輩出していくことは、将来的
に秋田県のプレゼンスを高めていくことになると
考えている。

計画の推進にあたり

　計画策定から概ね１年が経過したが、外国人相
談センター等について設置が完了し、他の取組に
ついても概ね順調なスタートを切ることができた
と考えている。
　しかし、国際化という点では他の先進地域と比
べれば依然として後れており、特に多文化共生社
会の構築という点ではまだまだ多くの課題を抱え
ている。戦略の達成状況を評価しながら、取組の
見直し行い、本計画を推進していきたい。

ロシア沿海地方ダリキン知事と秋田県佐竹知事の会談
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4「次の世代が希望にあふれ、世界に必要
とされる佐賀」を目指して

佐賀県農林水産商工本部国際戦略グループ

佐賀県が「目指す姿」と取組の方向性

　日本の人口は既に減少傾向にあり、2050年まで
に１億人を割り込むことが予測されており、こう
した人口減少社会においては、国内市場の縮小は
避けられず、日本全体が厳しい状況に置かれるこ
とが予測される中にあっては、当然、本県も例外
であることにはならず、県民の生活にも様々な面
で大きく影響してくるものと考える。
　民間企業が売上高や利益の減少を前提とした経
営計画が立てづらいことと同様に、地方自治体と
しても、成長戦略を描けない状況下では、将来に
向けた計画を立てることはできない。
　そうした中、対応策の一つとしては、視点を海
外にも向けることで、希望が見えてくると考える。
　2050年は、2010年に生まれた子供が40歳になっ
ている時代である。次の世代、その次の世代が希
望を持って、経済的豊かさだけでなく、精神的豊
かさや心のゆとりを持ちあわせ、佐賀県にしかな
い価値を生み出し、グローバル化した世界の中で
必要とされる、そんな佐賀県であることを目指し、
行動していくこととしている。
　具体的には、当面取り組んでいく方向性を次の
３つのキーワードで表している。
「展開」：県産品などが世界中に広がり、認めら

れるようになるため、海外へ積極的に
「展開」していく。

「集積」：世界の研究機関や企業、人材、知識な
どを、積極的に佐賀県に「集積」させ
ていく。

「基盤」：上記を行うグローバルな人材を育成し、
また交通や物流インフラなど、世界に
つながる「基盤」を整備していく。

「世界とつながる佐賀県行動計画」の取組

　「世界とつながる佐賀県行動計画」では、「展開」

「集積」「基盤」の方向性ごとに、具体的に以下の
ような事業に取り組むこととしている。

⑴「展開」
ⅰ　流通（一次産品・加工食品等展開）

　国内市場の縮小や、貿易自由化への対応等の
様々な課題を抱える一方、アジア諸国における
富裕層の増加等により伸びゆく有望な市場があ
ること等を踏まえ、県産品の輸出環境の整備、
ターゲットに応じた輸出促進策の実施、新たな
商品のブランド化、新たな付加価値の創造、国
内外の輸出体制の充実、輸出意欲のある農林水
産業者・加工食品業者等に関する支援に取り組
む。
ⅱ　企業活動支援（二次・三次産業展開）

　日本経済の急速なグローバル化、中小企業の
海外展開の遅れが見られる一方、海外の新興国
においては、我が国の技術が技術的優位性を持
つ可能性は十分にあるとの認識のもと、二次・
三次産業の輸出環境の整備、企業活動支援の充
実、企業団体の海外への取組に対する支援、伝
統的地場産業の輸出への取組推進、海外地方政
府との共同プロジェクト、知的財産の保護に取
り組む。
ⅲ　観光（外国人観光客誘致）

　国内市場の縮小による県内観光地の低迷、多
様化する観光ニーズへの対応の必要性等を背景
として、海外における認知度の向上、ターゲッ
トごとのツアー企画支援、受け入れ態勢の整備、
佐賀ファンの育成、ニューツーリズムの整備に
取り組む。

⑵　集積
ⅳ　研究機関・知的人材の集積

　現在、佐賀県には、九州シンクロトロン光研
究センターをはじめ各種研究センターが存在し
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ているが、特定分野の集積が十分図られている
とは言えない状況であることから、海外医療機
関との連携構築、世界の学術・研究施設受入の
ための調査、科学に触れる機会の創出、国際会
議等の誘致に取り組む。
ⅴ　多様な人材の集積

　佐賀県は、有田、伊万里、唐津という陶磁器
の産地を抱えているが、その歴史的、文化的な
価値や遺産を十分に活かしきれていない実状で
あること、留学生や企業への外国人研修生など
との交流が活発でないことを踏まえ、伝統的地
場産業の海外輸出取組支援、留学生等ネットワ
ークとの協力・連携、受入態勢の整備、文化的
な環境づくり、LCC（格安航空会社）の誘致活
動、国際線専用施設の整備に取り組む。

⑶　基盤
ⅵ　国際交流（人や文化の交流）

　行政、民間レベルの国際交流を推進すること
で、県民の異文化理解を進め、外国人が地域社
会の構成員として共に生きていけるような、多
文化共生社会の推進に取り組んでいく必要があ
ることから、県内の歴史等について学ぶ環境の
整備、異文化理解の環境づくり、姉妹校提携の
支援、留学生等ネットワークとの協力・連携、
文化的な環境づくりに取り組む。
ⅶ　国際社会で活躍する人材育成（学校教育等）

　意欲的に外国人とコミュニケーションを図ろ
うとする児童・生徒が増えている一方、外国人
と直接コミュニケーションする機会が少ないた
め、校内外における外国語による体験的活動の
促進・充実等により、国際社会に通用するコミ
ュニケーション能力を育成するため、ALT（外
国語指導助手）の増員、教職員のスキルアップ、
スピーチコンテスト等への支援、「外国語実践
教育モデル校」の指定、海外留学への支援等に
取り組む。
ⅷ　国際社会で活躍する人材育成（自治体・企業等）

　県内企業等の海外展開が進んでいない大きな
理由の一つが、県内のグローバル人材の不足が
挙げられること、自治体においても、財政的事
情などからグローバル人材育成等の取組が低調

であることから、グローバル人材育成研修・経
済ミッションの実施等、海外研修派遣・市町職
員の育成支援等に取り組む。
ⅸ　空港（LCCの拠点空港）

　今後、本県が継続的に発展していくためには、
経済成長が著しい国や地域との間において、ス
ピーディにヒト・モノ・情報の交流をより一層
促進することが不可欠であることから、LCCの
誘致活動、国際線専用施設の整備、航空会社に
対する支援・企画提案、プライベートジェット
の誘致活動に取り組む。

⑷　この行動計画の推進に向けて
　この行動計画の方向性を実現するための各種事
業展開を最前線で行う海外拠点の設置に当たって
は、まずは、本県との交流の歴史があり、拠点で
種々活動に際して省政府の支援が期待できる遼寧
省・瀋陽と、佐賀牛で認知度が高く、「一国二制度」
により高度な自治権が付与されている香港にそれ
ぞれ現地事務所を設置し、併せて、中国経済の中
心地である上海を管轄する「上海デスク」を県庁
内に設け、専任職員を配置し、佐賀から出張ベー
スで様々な活動を支援していくこととした。
　2011年（平成23年）８月２日に「上海デスク」、
10月25日に瀋陽代表事務所及び香港代表事務所を
開設し、海外拠点としての活動をスタートさせて
いる。
　また、県庁内にあっては、流通や観光などの各
事業課がそれぞれに実施していた海外関連事業つ
いて、全体を俯瞰しながら資源の最適化を目指し

《戦略の構成と取組》

目標
３つの動き（方向性）と
「目指す姿」の具体像

取　組　分　野

「
次
の
世
代
が
希
望
に
あ
ふ
れ
、

世
界
に
必
要
と
さ
れ
る
佐
賀
」

①展　開
「佐賀発の新商品・サービス
が世界中で売られている」

ｉ）流通
　　（一次産品・加工食品等展開）

ⅱ）企業活動支援
　　（二次・三次産業展開）

ⅲ）観光（外国人観光客誘致）

②集　積
「世界レベルの知識・価値が
佐賀に集まる」

ⅳ）研究機関・知的人材の集積

ⅴ）多様な人材の集積

③基　盤
「国際社会で活躍できる人材
が育つとともに、外国人が
訪れやすい佐賀にする」

ⅵ）国際交流（人や文化の交流）

ⅶ）国際社会で活躍する人材育成
　　（学校教育等）

ⅸ）空港（LCCの拠点空港）
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て、国際戦略グループが施策の進行管理を行い、
県全体として大きな効果が上がるよう各事業課と
連携を図っていくこととしている。
⑸　活動の状況
　瀋陽では、事務所開設を契機として、遼寧省と
佐賀県との間で友好協力パートナーシップ協定を
締結することができ、双方の信頼関係を確固たる
ものとすることができたことで、今後、瀋陽事務
所で活動するうえで必要となる遼寧省からの支援
が期待できるようになった。
　また、瀋陽へ訪問団を派遣したところ、日本側
参加企業と遼寧省側の現地企業との間で活発な商
談が交わされ、今後の取引の可能性がある継続案件
がでてきたことや、省内で進められている温泉開
発に関して協力要請があったり、遼寧省の他、瀋
陽市など３市から今後の交流促進を深めるため来
年にも佐賀県内を訪問したい旨の意向が示された
ことなど、今後につながる芽がいくつも出てきた。

　また、上海デスクには、開設以降、サービス業、
建設業、メーカー等様々な業種の県内企業等から
中国進出に関する相談を数多く受けており、現地
の法律や商習慣、取引業者のマッチングなどを助
言している。その中で、上海における販路開拓を
実現した企業も出てきた。

　さらに、香港では、2012年（平成24年）１月10
日に事務所開設レセプションを開催したところ、
香港側から120名を超える出席者があり、地元マ
スコミにも多数取り上げられるなど、多くの香港
企業関係者等へ県産品や観光アピールを実施する
ことに成功した。また、翌日には、香港の大手観
光会社に対する知事のトップセールス等も行った
ところである。

　こうした取組をさらに推し進め、世界とつなが
る佐賀県、世界に必要とされる佐賀県となるよう
引き続き国際戦略に取り組んでいきたい。

上海デスクでの対応の様子

瀋陽代表事務所開設記念式典

瀋陽でのビジネス交流会

旅行会社へのトップセールス

香港事務所開設記念式典



16　自治体国際化フォーラム　Apr．2012

5 長崎県のアジア国際戦略の取組について
長崎県企画振興部文化観光物産局局長　坂越　健一

　本県は古来より海外特にアジアとの交流拠点と
して、人流・物流、文化、情報等の結節点として
発展してきた。このため、アジア地域と本県の交
流基盤は人的つながりや友好交流、文化交流、長
崎の文化・伝統行事・街並みをはじめとして大変
強固な関係があり、本県の強いアドバンテージと
なっている。また、これらの交流基盤が生まれた
背景として、長崎県が日本本土の最西端に位置し、
上海等の中国までの距離（長崎・上海間800Km
＜長崎・東京1,100km）が最も近いという地理的
特性があるが、この特性は、現代においても上海
航路の就航をはじめ人流・物流の促進という観点
から大きなアドバンテージとなっている。
　さらに、人口13億人の中国をはじめとして巨大

な人口を抱えるアジア地域は、近年の経済成長や
所得向上が著しく、世界経済を牽引する経済活力
を有する地域となっている。
　したがって、人口減少や少子高齢化の進行等の
課題に直面する本県としては、地域間競争の中、
本県の強みであるアジア地域との深い交流基盤と
距離的近接性を最大限活かし、成長著しいアジア
地域の活力を本県に取り込み、経済的実利の拡大
につなげるアジア国際戦略を最重要課題として取
り組んでいる。この観点から、昨年４月の組織改
正においては、従来４つの部に属していた「文化」、

「観光」、「物産」、「世界遺産」の業務を一つに結
集し、「アジア国際戦略」を担う課も新設し、こ
れらを統括する文化観光物産局を創設した。これ
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により、長崎の強みである歴史文化、海外交流拠
点、豊かな自然や観光資源、食・食材の宝庫、ア
ジアとの近接性、世界遺産関連資産等を結集し、
一体的・戦略的に連携してアジアに長崎を売り込
み、長崎のPRの強化を図っている。

　具体的事業としては、経済的実利として、交流
人口増大、県産品輸出拡大、産業振興の拡充、人
流・物流のゲートウェイ化等を目指すことが根幹
となるが、同時に、その目標達成につながるもの
として、従来からの強みである友好交流・文化交
流、教育交流をより拡充し、人的つながりの一層
の強化と長崎の認知度の向上を図っている。
　特に今年度は辛亥革命100周年、長崎県・上海
市友好提携15周年、来年度は日中国交正常化40周
年、長崎県・福建省姉妹提携30周年と、記念すべ
き年となっているチャンスを最大限に活かし、友
好交流、文化交流の促進に力を入れている。その

中でも一番大きな文化交流事業は孫文と梅屋庄吉
事業である。100年前の辛亥革命前後に築かれた
孫文と長崎出身の梅屋庄吉の強い友情を現代・未
来にも引き継いでいく本事業は、多くの中国政府
関係機関やマスコミ等からも深い共感・協力が得
られ、中国及び日本において様々な事業展開につ
ながっている。中国国内での上海万博、北京、武
漢、中山、香港における展示会開催、武漢におけ
る新辛亥革命博物館や中山艦博物館における長崎
コーナーの設置、中国政府から長崎県に対する孫
文と梅屋夫妻の銅像の寄贈、長崎県から上海市に
対する梅屋庄吉の銅像の寄贈、長崎歴史文化博物
館における日中合作による特別企画展の半年間開
催、日中の孫文関係博物館の館長サミット実施、
毎日新聞社主催による東京国立博物館における展
示などが挙げられる。この間、様々な機会におい
て多くの政府要人との面談やマスコミ報道、入場
者等があり、強く長崎の文化・観光・物産等の魅
力をPRし、認知度を向上させることが可能とな
った。さらに、本事業による交流を契機に、辛亥
革命発祥の地武漢市を含む湖北省と長崎県、孫文
の故郷である中山市と長崎市、孫文と梅屋の出会
いの地である香港と長崎市との間に様々な友好交
流の協定が締結され、今後、博物館交流、上海航
路含めた観光交流、教育交流、経済交流等を行う
こととして作業が進捗している。
　また、アジア国際戦略のもう一つの柱として、

図　長崎県文化観光物産局の構成

文化観光物産局

　　 文化振興課

　　 観光振興課

　　 販売戦略課

　　 世界遺産登録推進室

　　 アジア・国際戦略課
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戦前1923年から1943年に就航され、当時の我が国
の主要外航定期航路利用者の４割を占め、長崎の
発展の原動力であった長崎上海間を結ぶ上海航路
が、ハウステンボスクルーズの運航により本年２
月より本格的に復活就航することとが挙げられ
る。
　飛行機の時代においても、船は、廉価であるこ
と、大量輸送が可能なこと（中国では飛行機席の
大量確保が常に困難、修学旅行・企業報奨旅行は
大量席の確保が重要）、クルーズ的な船旅が楽し
めること（中国人のクルーズ人口は急成長であり、
船・海が大好き）、貨物においてはシームレス輸
送（シャーシ（車体）の積替不要な輸送）が今後
可能となる方向であること、等から、飛行機にな
い優位性を持っており、長崎とアジアとの距離的
近接性により優位性を一層増すことが可能とな
る。この航路を活かし、アジアとの間の人流・物
流の玄関口・交流拠点となることを目指しており、
この観点から総合特区制度も活用し、規制緩和や
政府の支援を受けることも調整している。さらに、
県、市町、民間団体、地域が一体となって地元受
入態勢の強化を図るため、官民協議会を創設し、
誘客・送客支援やインセンティブ・魅力の創設、
大型荷物を有する中国人団体観光客に対する港湾
ターミナルにおけるスムーズなCIQ（税関・出入
国管理・検疫）・誘導・バス乗車、緊急時の対応、
２次交通、通訳ガイド、インフォメーション、コ
ールセンター、フリーペーパー、免税店、中国語
研修、案内板設置、宿泊施設改修、インターネッ
ト環境整備、銀れんカード（中国のクレジットカ
ード）サービス、等に一体となって取り組んでい
る。
　このほか、江戸・明治期の長崎がそうであった
ように、アジア関係の国際的人材の育成・供給拠

点となることを目指し、アジアからの修学旅行生
（2010年は中国からは全国一位）の拡充、高校生
の中国語・韓国語教育の充実、留学生の拡充、留
学生のインターン・就職機会の拡充、海外技術研
修員制度の充実等に取り組んでいる。
　また、県産品のアジアへの販路拡大を図るため、
各種現地フェアの実施、現地商談会・商品開発等
への助成等を行うほか、特に、中国市場では2005
年から開始した長崎鮮魚の輸出が急激な勢いで伸
びており、現地ブランドとして中国各地で160店
舗の日本料理店等で取り扱われているため、ブラ
ンドの一層の確立と販路拡大に力を入れている。
長崎鮮魚は東日本大震災後の５月31日に関係者の
努力により他の日本の生鮮食品に随分先んじて中
国輸出が再開されており、ここからも長崎と中国
との深い関係が窺い知れる。
　さらに、長崎港の美観と市街・観光地への近接
性、充実した新築ターミナルやCIQ機能等を活か
し、成長著しいアジアのクルーズ船の誘致にも積
極的に取り組んでおり、2012年の寄港回数は過去
最高の58隻超となる見込みである。
　加えて、中国進出企業を現地で支援するための
ビジネスサポート制度、アジアからのチャーター
便の誘致、アジアの環境問題への貢献プロジェク
ト等にも主要施策として取り組んでいる。
　これらの取組に際しての課題としては、アジア
における「長崎」の被爆地以外の要素の認知度向
上、県庁以外の市町、大学、経済界、商店街、民
間各種団体等と情報・資源を相互補完し一体的に
取り組むこと等であるが、人口減少、少子高齢化、
地域間競争という環境下における危機感を共有
し、一丸となって取り組んでいきたいと考えてい
る。




